
京都市消防局訓令甲第８号   

各 部   

防 災 危 機 管 理 室   

消 防 学 校   

各 消 防 署   

京都市危険物事務処理規程の一部を次のように改正する。 

平成２３年１月３１日 

京都市消防局長 三 浦 孝 一   

第１４条の次に次の２条を加える。 

（休止中の地下貯蔵タンク又は二重殻タンクの漏れの点検期間延長申請の処理） 

第１４条の２ 署長は，危市規則第１２条の２第１項に規定する休止中の地下貯蔵タンク

又は二重殻タンクの漏れの点検期間の延長の申請書の提出があった場合は，申請内容を

審査し，必要に応じて検査を行い，認定又は不認定を決定し，その結果を休止中の地下

貯蔵タンク又は二重殻タンクの漏れの点検期間延長決定通知書（第１８号様式の２）に

より，通知しなければならない。 

２ 署長は，前項の申請書に，地下貯蔵タンク又は二重殻タンクに講じる措置を記載した

理由書その他審査に必要な書類を添付させるものとする。 

（休止中の地下埋設配管の漏れの点検期間延長申請の処理） 

第１４条の３ 署長は，危市規則第１２条の３第１項に規定する休止中の地下埋設配管の

漏れの点検期間の延長の申請書の提出があった場合は，申請内容を審査し，必要に応じ

て検査を行い，認定又は不認定を決定し，その結果を休止中の地下埋設配管の漏れの点

検期間延長決定通知書（第１８号様式の３）により，通知しなければならない。 

２ 署長は，前項の申請書に，地下埋設配管に講じる措置を記載した理由書その他審査に

必要な書類を添付させるものとする。 

 第１８号様式の次に次の２様式を加える。 



第１８号様式の２（第１４条の２関係） 
休止中の地下貯蔵タンク又は二重殻タンクの漏れの点検期間延長決定通知書 

様  
京都市指令  第    号  

年   月   日  

京都市長           印 

 

危険物の規制に関する規則第６２条の５の２第２項ただし書の規定により     年 
月  日付けで申請のあった休止中の地下貯蔵タンク又は二重殻タンクの漏れの

点検期間延長については，決定区分に明記したとおり決定したので通知します。 

危

険

物

施

設 

設 置 場 所  

製 造 所 等 の 別  
貯蔵所又は取

扱所の区分 
 

設置の許可年月日 
及び許可番号 

年  月  日         第   号 

決 定 区 分      □ 認 定       □ 不 認 定 

認 定 し な い 理 由  

特 記 事 項  

注１ 該当する□には，レ印がしてあります。 
２ 申請前の漏れの点検の実施期限までに危険物の貯蔵及び取扱いを再開する場合に

あっては，当該実施期限までに漏れの点検を実施してください。また，当該実施期
限後から期間延長後の漏れの点検予定日までに危険物の貯蔵及び取扱いを再開する
場合にあっては，再開する日の前日までに漏れの点検を実施してください。 

３ この決定に不服があるときは，この処分を受けた日の翌日から起算して６０日以
内に，京都市長に対して不服申し立てをすることができます。 

また，この処分を受けた日（京都市長に不服申し立てをしたときは，当該不服申
し立てに対する京都市長の裁決を受けた日）の翌日から起算して６箇月以内に，京
都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできま
す（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。 



第１８号様式の３（第１４条の３関係） 
休止中の地下埋設配管の漏れの点検期間延長決定通知書 

様  
京都市指令  第    号  

年   月   日  

京都市長           印 

 

危険物の規制に関する規則第６２条の５の３第２項ただし書の規定により     年 
月  日付けで申請のあった休止中の地下埋設配管の漏れの点検期間延長につい

ては，決定区分に明記したとおり決定したので通知します。 

危

険

物

施

設 

設 置 場 所  

製 造 所 等 の 別  
貯蔵所又は取

扱所の区分 
 

設置の許可年月日 
及び許可番号 

年  月  日         第   号 

決 定 区 分      □ 認 定       □ 不 認 定 

認 定 し な い 理 由  

特 記 事 項  

注１ 該当する□には，レ印がしてあります。 
２ 申請前の漏れの点検の実施期限までに危険物の貯蔵及び取扱いを再開する場合に

あっては，当該実施期限までに漏れの点検を実施してください。また，当該実施期
限後から期間延長後の漏れの点検予定日までに危険物の貯蔵及び取扱いを再開する
場合にあっては，再開する日の前日までに漏れの点検を実施してください。 

３ この決定に不服があるときは，この処分を受けた日の翌日から起算して６０日以
内に，京都市長に対して不服申し立てをすることができます。 

また，この処分を受けた日（京都市長に不服申し立てをしたときは，当該不服申
し立てに対する京都市長の裁決を受けた日）の翌日から起算して６箇月以内に，京
都市を被告として，京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできま
す（訴訟において京都市を代表する者は，京都市長となります。）。 



   附 則 

この訓令は，平成２３年２月１日から施行する。 

（消防局予防部） 


